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 平成９年３月期   決算短信                            平成９年５
月２９日 

 

  上  場 会 社 名    日  立  建  機  株  式  会  社          上場取引所（所属部） 東証・大証（市場第一
部） 
  コ ー ド 番 号    ６３０５  
  本 社 所 在 地    東京都千代田区大手町二丁目６番２号 
  問  合  せ  先       責任者役職名   社長室次長 

                       氏        名   古川  統彦                       ＴＥＬ（０３）３２４５－６３０

５ 
  決算取締役会開催日   平成９年５月２９日                 定時株主総会開催日   平成９年６月２７日 
  連 結 決 算 の 有 無  有                                 中間配当制度の有無  有 

 
  １．平成９年３月期の業績   （平成８年４月１日～平成９年３月３１日）  
  （１）経営成績                                                                 （百万円未満切り捨て） 

 売  上  高（対前期増減率）   営  業  利  益（対前期増減率） 経常利益（対前期増減率）  

 
9年 3月期 
8年 3月期 

     百万円    ％ 
２７２，５５５（ ６．２） 
２５６，５４４（ ２．４） 

     百万円     ％ 
 １５，０２２ （６８．９） 
  ８，８９４ （６８．１） 

   百万円      ％ 
８，００７ （１４０．５） 
３，３２９ （ ２８．２） 

 

 
 

  当 期 利 益   対前期 

                増減率 

１ 株 当 た り  

当 期 利 益  

潜在株式調整後 

１株当たり当期利

益 

株  主  資  本  

当 期 利 益 率  

総   資   本  

経常利益率  

売   上   高  

経常利益率  

 
9年 3月期 
8年 3月期 

  百万円     ％ 
３，５０７（１０７．２） 
１，６９２（ ６１．８） 

 円  銭 
２４ ４０ 
１１ ７８ 

  円  銭 
２４ ２１ 
  ― 

    ％ 
 ４．３ 
 ２．１ 

   ％ 
 ２．８ 
 １．２ 

   ％ 
 ２．９ 
 １．３ 

  （注）１．期中平均株式数    平成９年 3月期 １４３，７４６ 千株 
                  平成８年 3月期 １４３，７４４ 千株 
     ２．会計処理の方法の変更     該当事項なし      
  （２）配当状況  

      １ 株 当 た り 年 間 配 当 金 配 当 金 総 額  株 主 資 本  
 中  間 期  末 （年      間） 

 

配 当 性 向 
配 当 率 

 
9年 3月期 
8年 3月期 

  円  銭 
 ６ ００ 
 ６ ００ 

  円  銭 
 ３ ００ 
 ３ ００ 

  円  銭 
 ３ ００ 
 ３ ００ 

   百万円 
  ８６２ 
  ８６２ 

     ％ 
 ２４．６ 
 ５０．９ 

     ％ 
  １．０ 
  １．１ 

 
  （３）財政状態 

 総   資   産 株  主  資  本 株 主 資 本 比 率 1 株当たり株主資本  

 
9年 3月期 
8年 3月期 

       百万円 
  ２９８，２３６ 
  ２７０，１２４ 

      百万円 
  ８３，３７８ 
  ８０，８０７ 

        ％ 
    ２８．０ 
    ２９．９ 

     円   銭 
  ５８０    ３ 
  ５６２  １６ 

  （注）１．期末発行済株式数   平成９年 3月期  １４３，７４８ 千株 
                  平成８年 3月期  １４３，７４４ 千株 
          （額面株式、 1単位の株式数 １，０００株） 
     ２．有価証券の時価と貸借対照表計上額との差額   ６３８百万円  
     ３．デリバティブ取引の時価と契約額等との差額  △５２９百万円 
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  ２．平成１０年３月期の業績予想   （平成９年４月１日～平成１０年３月３１日）  

   1  株 当 た り 年 間 配 当 金   

売  上  高 
 

経 常 利 益 
 

当 期 利 益   中  間   期  末  

 
中 間 期 
通 期 

    百万円 
１３５，０００ 
２７７，０００ 

     百万円 
  ４，２００ 
 １０，０００ 

   百万円 
 １，８５０ 
 ４，５００ 

 円  銭 
３ ００ 
  ― 

 円  銭 
  ― 
３ ００ 

 円  銭 
  ― 
６ ００ 

  （参考） 1株当たり予想当期利益（通期）    ３１円  ３０銭    
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添   付   資   料  

 

  １．当期及び次期の業績の概況  

 当期におけるわが国経済は、公共投資が減少に転じたものの、住宅着工が高水準で推移し、民間設備投資及

び 

個人消費も回復する等、先行きに不安を残しながらも緩やかに回復してまいりました。 

 このような情勢の中で当社は、新製品の市場浸透と販売サービス体制の強化を図るとともに、全社情報シス

テムの構築等による生産性の向上と総原価の低減、並びに製品開発力の強化等に努め、企業体質の強化を目指

してまいりました。 

この結果、売上高は前期比 6％増の 2,725 億 5千 5百万円、経常利益は同 141%増の 80億 7百万円、当期利益

は同 107%増の 35億 7百万円と、前期を大きく上回ることができました。 

 主要営業品目別の概況では、油圧ショベルは、国内では新型油圧ショベル「ニュ－ランディＶシリーズ」が

好評でラインアップの充実に加え、リース・レンタル向けを中心とした需要の拡大により、前期を上回りまし

た。 

輸出は、オセアニアが地域に密着した営業力の強化により大幅に伸長いたしましたが、アジア及び欧州の低迷

により、前期並にとどまりました。 

ミニショベルは、高水準の住宅着工による市場の拡大に加え、小旋回型のシリーズ拡充と積極的な拡販等によ

り、前期を上回りました。 輸出は、欧州の景気停滞による需要の減退等により、前期を下回りました。  

クローラクレーン・基礎工事用機械は、国内は民間建設工事が伸び悩む中、新型クローラクレーンＣＸシ

リーズが 

好評で前期を若干上回りました｡ 輸出も、ＣＸシリーズの好調とアジアにおける拡販努力の成果等により、前

期を上回りました｡ 

トンネル掘進機他は､トンネル掘進機は､大型地下工事の減少等により前期を下回りました｡ ホイールローダ

は、国内における拡販努力は実を結びましたものの、輸出の大幅な減少により､前期を下回りました｡また、道

路機械等のフルライン製品も伸長いたしました。その他、超音波計測機器は､当社の技術を結集した新機種の投

入と輸出の増加等により､前期を上回りました｡ 

サービスは、国内のサービスにつきましては、積極的なサービス営業活動の展開により、前期を上回りました。

輸出部品につきましても､機械稼働率の上昇等により、前期を上回りました。 

 

今後の動向を見ますと､国内では、所得税減税の廃止と消費税率引上げ、及び財政改革に伴う公共工事の減少

等、景気が再び下降局面を迎えることが懸念され、加えて、米国景気の一服とアジアの成長率鈍化等、世界的

に厳しい環境下に推移することが予想され、まさに大競争時代の到来を告げております。 

このような情勢を踏まえ､当社は､お客様の立場に立脚した営業努力と販売サービス力の強化、多様に変化す

る市場ニーズを的確に捉えた新製品及び応用製品の開発に努めるとともに､生産性及び業務効率の向上、財務体

質の強化を図り、国際分業体制の成果と日立建機グループの総合力を結集して業容の拡大を期する所存であり

ます｡ 

 次期の業績見通しにつきましては､売上高 2,770 億円､経常利益 100 億円､当期利益 45 億円を見込んでおりま

す｡ 

 

  ２．配   当   政   策  

当社におきましては､配当政策は将来の事業計画､財務状況､収益性などを考慮しつつ､従来からの安定配当を  

維持することを基本として考えております。 

これに基づき､当期は中間配当金を 1株当たり 3円とさせていただきましたが､期末配当金につきましても 1株当

たり 3円(年間配当金 6円)とさせていただく予定であります｡  

当期の内部留保資金につきましては､今後の競争力確保のために､技術開発及び生産設備の合理化等に有効に活
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用してまいりたいと存じます｡ 

 今後とも､経営体質の強化につとめ､株主各位のご期待に沿うべく努力してまいる所存でございます。 
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３．貸借対照表  
                                                （単位：百万

円） 

 

科     目 

 

当   期 

平成９年  

3月 31日  

現  在 

前  期 

平成８年  

3月 31日  

現  在 

 

前期比

較 

増  

減 

 

科     目 

 

当   期 

平成９年  

3月 31日  

現  在 

前   期 

平成８年  

3月 31日  

現  在 

 

前期比較 

増  減 

［ 資 産 の 部 ］ 

流 動 資 産 

 現 金 及 び 預 金  

 受 取 手 形    

 売 掛 金     

 有 価 証 券 

 製 品 

 半 製 品 

 材 料 

 仕 掛 品 

 その他の流動資産 

 貸 倒 引 当 金 

 

固 定 資 産 

 有 形 固 定 資 産 

 建 物 

 構 築 物 

 機 械 装 置 

 車 両 運 搬 具 

 工 具 器 具 備 品 

 土 地 

 建 設 仮 勘 定 

 無 形 固 定 資 産 

 施 設 利 用 権 

 その他の無形固定資産 

 投 資 等 

 子会社株式及び出資金 

 投 資 有 価 証 券 

 長 期 貸 付 金 

 長 期 前 払 費 用 

 その他の投資等 

 貸 倒 引 当 金 

 

206,295 

10,692 

41,766 

114,377 

999 

21,712 

8,105 

299 

8,672 

1,080 

△1,410 

 

91,941 

58,492 

14,239 

3,625 

10,052 

113 

2,605 

24,378 

3,477 

212 

136 

76 

33,236 

9,848 

18,583 

438 

551 

3,843 

△30 

 

 

183,878 

5,957 

35,720 

103,478 

0 

21,097 

8,959 

298 

8,472 

1,224 

△1,330 

 

86,245 

54,290 

14,403 

3,763 

10,426 

640 

3,071 

21,575 

407 

217 

141 

75 

31,738 

9,163 

17,442 

400 

250 

4,511 

△30 

 

 

22,417 

4,735 

6,045 

10,898 

999 

614 

△853 

― 

200 

△143 

△80 

 

5,695 

4,202 

△163 

△138 

△374 

△527 

△466 

2,803 

3,070 

△5 

△5 

― 

1,497 

685 

1,141 

38 

300 

△668 

0 

 

［ 負 債 の 部 ］ 

流 動 負 債 

 支 払 手 形 

 買 掛 金 

 短 期 借 入 金 

 ｺ ﾏ ｰ ｼ ｬ ﾙ ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ 

 社 債 

 未 払 金 

 未 払 法 人 税 等 

 未 払 事 業 税 等 

 諸 預 り 金 

 割賦未実現利益 

 割 賦 前 受 利 息 

 その他の流動負債 

 

固 定 負 債 

 社 債 

 長 期 借 入 金 

 退 職 金 引 当 金 

 その他の固定負債 
  

 
負 債 合 計 

 

［ 資 本 の 部 ］ 

資 本 金 

法 定 準 備 金 

 資 本 準 備 金 

 利 益 準 備 金 

剰 余 金 

 特別償却準備金 

 圧縮記帳積立金 

 別 途 積 立 金 

 当期未処分利益 

 (うち当期利益 ) 

 

資 本 合 計 

 

135,344 

8,054 

45,956 

27,810 

12,000 

9,075 

9,850 

3,553 

994 

1,563 

8,867 

4,105 

3,514 

 

79,512 

59,900 

1,241 

16,124 

2,247 

 

 

214,857 

 

 

22,199 

23,450 

21,726 

1,724 

37,729 

197 

352 

33,100 

4,079 

(3,507) 

 

83,378 

 

123,022 

8,537 

39,368 

39,934 

7,900 

1,813 

9,726 

1,819 

562 

1,473 

7,564 

3,585 

737 

 

66,293 

48,975 

1,701 

15,616 

0 

 

 

189,316 

 

 

22,196 

23,352 

21,723 

1,629 

35,258 

269 

0 

32,600 

2,389 

(1,692) 

 

80,807 

  

12,322 

△483 

6,587 

△12,124 

4,100 

7,262 

123 

1,734 

431 

89 

1,302 

520 

2,777 

 

13,218 

10,924 

△460 

507 

2,247 

 

 

25,541 

 

 

3 

98 

2 

95 

2,470 

△72 

352 

500 

1,690 

(1,815) 

 

2,571 

資 産 合 計 298,236 270,124 28,112 負債及び資本合計 298,236 270,124 28,112 
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４．損益計算書  
                                                                              （単位：百

万円） 

 

科       目 

 

当      期 

 自平成 8年 4月 1 日 

 至平成 9年 3月 31日 

前      期 

 自平成 7年 4月 1 日 

 至平成 8年 3月 31日 

 

前  期  比 

 

 

［ 経 常 損 益 の 部 ］ 

営 業 損 益 の 部  

 売 上 高  

 売 上 原 価 

 販売費及び一般管理費 

  割 賦 販 売 利 益 繰 延 前 営 業 利 益 

 割 賦 販 売 利 益 繰 延 額  

  営 業 利 益 

営 業 外 損 益 の 部  

 営 業 外 収 益 

 （ 受 取 利 息 及 び 配 当 金 ） 

 （雑        収       益） 

 営 業 外 費 用 

 （ 支 払 利 息 及 び 割 引 料 ） 

 （雑        損       失） 

  経 常 利 益 

［ 特 別 損 益 の 部 ］ 

 特 別 利 益 

   固定資産収用補償金差益  

 税 引 前 当 期 利 益 

  法 人 税 及 び 住 民 税  

 当 期 利 益 

 前 期 繰 越 利 益  

 中 間 配 当 額 

 利 益 準 備 金 積 立 額 

 当 期 未 処 分 利 益 

 

 

 

２７２，５５５ 

２０２，４３４ 

５３，７９５ 

１６，３２５ 

１，３０２ 

１５，０２２ 

 

３，２６４ 

（２，４８３） 

         （７８０） 

１０，２７９ 

（３，４４８） 

（６，８３０） 

８，００７ 

 

               ０ 

               ０ 

８，００７ 

４，５００ 

３，５０７ 

１，０４５ 

           ４３１ 

             ４３ 

４，０７９ 

 

 

 

２５６，５４４ 

１９５，２０６ 

５１，１１２ 

１０，２２５ 

１，３３１ 

８，８９４ 

 

３，００９ 

（２，２５５） 

     （７５３） 

８，５７３ 

（３，３６７） 

（５，２０６） 

３，３２９ 

 

       ３６３ 

      ３６３ 

３，６９２ 

２，０００ 

１，６９２ 

１，１７０ 

      ４３１ 

          ４３ 

２，３８９ 

％ 

 

 

１０６ 

１０４ 

１０５ 

１６０ 

９８ 

１６９ 

 

１０８ 

 （１１０） 

（１０４） 

１２０ 

（１０２） 

（１３１） 

２４１ 

 

― 

― 

２１７ 

２２５ 

２０７ 

８９ 

１００ 

１００ 

１７１ 
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５．利益処分案  
 

                                      （単位：百万円） 

 
科      目 

 

当     期 
自平成 8年 4月 1日 
至平成 9年 3月 31日 

前     期 
自平成 7年 4月 1日 
至平成 8年 3月 31日 

 
前 期 比 較 増 減 

当 期 未 処 分 利 益  
特別償却準備金取崩額  
合      計 

４，０７９ 
７７ 

４，１５６ 

２，３８９ 
８２ 

２，４７１ 

１，６９０ 
△５ 

１，６８４ 
こ れ を 下 記 の と お り 処 分 い た し ま す 。 

 
利 益 準 備 金 
利 益 配 当 金 

 
取 締 役 賞 与 金  
特 別 償 却 準 備 金  
圧 縮 記 帳 積 立 金  
別 途 積 立 金 
次 期 繰 越 利 益  

 
５４ 
４３１ 

(１株につき３円) 
１００ 
４８ 
０ 

２，５００ 
１，０２２ 

 
５２ 
４３１ 

(１株につき３円) 
８０ 
９ 

３５２ 
５００ 

１，０４５ 

 
２ 
― 

 
２０ 
３９ 

△３５２ 
２，０００ 
△２３ 

 
貸 借 対 照 表 脚 注  
１．たな卸資産の評価方法及び評価基準 
製品…………………………………移動平均法又は個別法に基づく低価法 
半製品、材料………………………移動平均法に基づく低価法 
仕掛品………………………………個別法に基づく低価法 

２．有価証券の評価方法及び評価基準 
取引所の相場のある有価証券………移動平均法に基づく低価法 
その他の有価証券……………………移動平均法に基づく原価法 

３．有形固定資産の減価償却方法は定率法によっている。 
有形固定資産の減価償却累計額 ７３，７００百万円 

４．退職金引当金は従業員については、適格退職年金へ移行した部分を除き、当社退職金規則に定める期末会社都

合要支給額を、又役員については内規による期末必要額（８８７百万円）を計上している。 
なお、役員についての退職金引当額は商法２８７条ノ２に規定する引当金である。 

５．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
６．消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
７．その他の流動資産には自己株式 ７百万円（７千株）を含めている｡ 
８．当期中の発行済株式数の増加内訳 
転換社債の株式転換 ４ 千株  発行価格 （１株当たり） １，３３６．４円 

                 資本組入額（１株当たり）   ６６９  円 

 
損 益 計 算 書 脚 注  
１．割賦販売利益（割賦売上高より割賦売上高に対応する売上原価を控除した額）及び割賦販売受取利息について

は、割賦金の回収期限到来基準によってその実現額を計上している。 
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リ ー ス 取 引 関 係  

 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 １．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 
              （当   期）    （前   期） 
取 得 価 額 相 当 額      3, 733百万円       ― 
減価償却累計額相当額      1,228百万円       ―    
期 末 残 高 相 当 額      2,504百万円       ― 

 

 ２．未経過リース料期末残高相当額 
              （当   期）    （前   期） 
１  年  以  内       863百万円       565百万円 
１ 年 超      1,677百万円       678百万円  
合        計      2,540百万円      1,243百万円 

尚、上記金額は支払利子   尚、財務諸表等規則附則  

相当額を控除したもので   （平成６年３月１日蔵令  

あり、「支払利子込み法」  第７号）第４項の規定に  

により算定した金額は、   基づき、「支払利子込み  

下記のとおりである。    法」により算定している。  

１年以内  920百万円  

１  年  超  1,730 百万円  

合  計  2,651 百万円  

 

 ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 
              （当   期）    （前   期） 
支 払 リ ー ス 料       793百万円      756百万円 
減 価 償 却 費 相 当 額       722百万円       ― 
支 払 利 息 相 当 額       57百万円       ― 

 

 ４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 
・減価償却費相当額の算定方法はリース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 
・利息相当額の算定方法についてはリース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については利息法によっている。 
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６．売上高内訳  
 

 
  営業品目別売上高   

   当   期 （構成比） 
自平成 8年 4月 １日 
至平成 9年 3月 31日 

  前   期 （構成比） 
自平成 7年 4月 １日 
至平成 8年 3月 31日 

前 期 
比 

 
製 
 
品 

 
油 圧 シ ョ ベ ル  
ミ ニ シ ョ ベ ル  
クローラクレーン ・ 基礎工事用機械 
ト ン ネ ル 掘 進 機 他  

      百万
円   ％ 
１４０，０６５（ ５１） 
  ２０，４５３（  ７） 
  １２，５２６（  ５） 
  ６２，４０６（ ２３） 

     百万円   ％ 
１２９，４１９（ ５０） 
１８，５８１（  ７） 
１１，７９８（  ５） 
６０，７５９（ ２４） 

    
％ 
 １０８ 
 １１０ 
 １０６ 
 １０３ 

     小     計 ２３５，４５２（ ８６） ２２０，５５９（ ８６）  １０７ 
  サ ー ビ ス    ３７，１０３（ １４） ３５，９８４（ １４）  １０３ 
     合     計 ２７２，５５５（１００） ２５６，５４４（１００）  １０６ 

 

 

 
  国内・輸出別売上高 

   当   期 （構成比） 
自平成 8年 4月 １日 
至平成 9年 3月 31日 

  前   期 （構成比） 
自平成 7年 4月 １日 
至平成 8年 3月 31日 

前 期 
比 

 
  国 内 
  輸 出 

      百万
円   ％ 

１９５，６４１（ ７２） 
７６，９１３（ ２８） 

      百万
円   ％ 

１７７，１３１（ ６９） 
７９，４１３（ ３１） 

    
％ 
 １１０ 
  ９７ 

     合     計  ２７２，５５５（１００） ２５６，５４４（１００）  １０６ 

 

 

 
  地域別輸出売上高 

   当   期 （構成比） 
自平成８年 4月 １日 
至平成９年 3月 31日 

  前   期 （構成比） 
自平成７年 4月 １日 
至平成８年 3月 31日 

前 期 
比 

 
  北  米 
  ア ジ ア 
  欧  州 
  オ  セ  ア  ニ  ア 
  中 近 東 
  中 南 米 
  ア フ リ カ  

      百万
円   ％ 

３４，５８４（ ４５） 
２６，５３８（ ３５） 
 ９，２７９（ １２） 
 ４，８６５（  ６） 
   ７２１（   １） 
   ７０３（   １） 
   ２２２（  ―） 

      百万
円   ％ 

３５，１３７（ ４４） 
２８，５０３（ ３６） 
１２，３８８（ １６） 
２，５００（  ３） 
４３４（  １） 
２４９（  ―） 
１９９（  ―） 

    
％ 
  ９８ 
  ９３ 
  ７５ 
 １９５ 
 １６６ 
 ２８２ 
 １１２ 

     合     計 ７６，９１３（１００） ７９，４１３（１００）   ９７ 
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７．有価証券の時価等  
 

                                            （単位：百万円） 
当  期（平成 9年 3月 31日現在） 前  期（平成 8年 3月 31日現在）  

種   類 貸借対照表 
価   額 

 

時   価 
 

評 価 損 益 
貸借対照表 
価   額 

 

時   価 
 

評 価 損 益 

(1)流動資産に 
属するもの 
株   式 

 
債   券 

 
そ の 他 

 

 
 

７ 
 
０ 

 
０ 

 
 

７ 
 
０ 

 
０ 

 
 

― 
 
０ 

 
０ 

 
 

４ 
 
０ 

 
０ 

 

 
 
４ 

 
０ 

 
０ 

 

 
 

― 
 
０ 

 
０ 

小   計 ７ ７ ― ４ ４ ― 
(2)固定資産に 
属するもの 
株   式 

 
債   券 

 
そ の 他 

 

 
 

４，４３５ 
 

１０２ 
 
０ 

 
 

５，０６２ 
 

１１３ 
 
０ 

 
 

６２７ 
 

１１ 
 
０ 

 
 

４，７８６ 
 

１０２ 
 
０ 

 
 

６，６１９ 
 

１１８ 
 
０ 

 
 

１，８３２ 
 

１６ 
 
０ 

小   計 ４，５３７ ５，１７５ ６３８ ４，８８９ ６，７３８ １，８４９ 
合   計 ４，５４４ ５，１８３ ６３８ ４，８９３ ６，７４２ １，８４９ 

 
（注）１．時価等の算定方法 
    ①上場有価証券       主に東京証券取引所の最終価格 
    ②店頭売買有価証券     日本証券業協会が発表する最終売買価格 
   ２．株式には自己株式を含んでいる。 
   ３．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額 
                                    当   期         前   期 
        （流動資産に属するもの）買現先の債券       ９９９百万円       ０百万円 

 
        （固定資産に属するもの）非上場株式     ２２，２１６百万円  ２０，２０９百万円  
                   （内関係会社株式） （２０，６９５百万円）（１７，９０６百万円） 
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８．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益  
 

当社は、先物為替予約取引以外のデリバティブ取引は行っていない。 
（単位：百万円） 

 当期（平成 9年 3月 31日現在） 前期（平成 8年 3月 31日現在） 
区 種  類 契 約 額 等 時 価 評価損益 契 約 額 等 時 価 評価損益 
分   うち 1 年

超  
   うち 1 年

超  
  

 
市
場
取
引
以
外
の
取
引 

為 替 予 約 取 引  
 
売 建 
 米 ド ル 
 オランダギルダ
ー 
 イ タ リ ア リ ラ 
 
買 建 
 米 ド ル 
 オランダギルダ
ー 
 

 
 
 

16,141 
221 

0 
 
 

2,959 
0 

 
 
 

0 
0 
0 
 
 

0 
0 
 

 
 
 

16,716 
222 

0 
 
 

3,004 
0 

 
 
 

△574 
― 
0 
 
 

45 
0 

 
 
 

19,376 
1,998 

809 
 
 

2,863 
385 

 
 
 

0 
0 
0 
 
 

0 
0 
 

 
 
 

19,573 
1,996 

800 
 
 

2,902 
390 

 
 
 

△197 
1 
9 
 
 

39 
4 

 合    計 ― ― ― △529 ― ― ― △142 

 

（注）１．期末の為替相場は先物相場を使用している。 

２．外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定してい

る外貨建金銭債権債務等で、貸借対照表において当該円貨額で表示されているものについては、開示の対

象から除いている。 

３．前期で開示していた「先物為替予約の状況」は、当期において比較の便宜を考慮し、併記している。 
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９．役 員 の 異 動  
（平成９年 6月 2７日付） 

 

１．代表者の異動 

    代 表 取 締 役  

    取 締 役 会 長   
お か だ  はじめ

岡田  元   （現 代表取締役 取締役社長） 

 

    代 表 取 締 役  

    取 締 役 社 長   
せぐち りゅういち
瀬口  龍一   （現 取締役副社長） 

 

２．その他の役員の異動 

（１）新任取締役候補 

    取 締 役   
しょうじ いさお

小路  功   （現 広域営業本部長） 

    取 締 役   
のりたけ  けんいち
則武 顕一   （現 関西支社長） 

    取 締 役   
やまぐち  たけし
山口  武   （現 土浦事業本部 大型建機事業部長） 

    取 締 役   
こめたに  えいじ
米谷 栄二   （現 土浦事業本部 中型建機事業部 副事業部長） 

 

（２）新任監査役候補 

    社外監査役(非常勤)   
む ら た  か い ち
村田 嘉一   （現 株式会社日立製作所 財務部長） 

    社外監査役(非常勤)   
はまだ  よしあき
浜田 善章   （現 株式会社日立製作所 関連会社室第二部長） 

 

（３）退任予定取締役 

    現 専務取締役   
おおすか  ただし
大須賀 直   （顧問就任予定） 

    現 取 締 役   
 いけだ  としみち  

池田 利道   （ユークリッド日立ヘビーエクイップメント Inc .副社長専任予定） 

    現 取 締 役   
 つ だ  おさむ  
津田  修   （日立建機エンジニアリング株式会社 取締役社長就任予定） 

    現 取 締 役   
あわや げんすけ
淡谷 元助   （嘱託就任予定） 

 

（４）退任予定監査役 

    社外監査役(非常勤)   
いそべ  あさひこ
磯部 朝彦 

    社外監査役(非常勤)   
かねきよせいいち

兼清 清市 

 
（５）昇格予定 

    専 務 取 締 役   
まつざき  あつし
松崎  淳   （現 常務取締役） 

    専 務 取 締 役   
 もりかわ  いわお 
森川   巖    （現 常務取締役） 

    常 務 取 締 役   
うえだ  きょういち
植田 恭一   （現 取締役 国際本部長） 

    常 務 取 締 役   
だざい しゅんご

太宰 俊吾   （現 取締役 土浦事業本部 中型建機事業部長） 
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以  上 


